
計画策定の趣旨

「食品ロス」とは、まだ食べられるのに廃棄される食品のことで、食品の生

産、製造、流通、消費等の各段階で日常的に廃棄され、日本では年間約５２２

万トン（令和２年度推計）発生していると推計されています。

近年、食品ロスに対して国際的関心が高まり、平成２７年９月の国連サミッ

トで「持続可能な開発目標（SDGｓ）」を中核とする「持続可能な開発のため
の２０３０アジェンダ」が採択されました。食品ロスについては、「２０３０

年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減

させ、収穫後損失などの生産・サプライチェーンにおける食料の損失を減少さ

せる」とされています。

このような中、令和元年10月に「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施
行されました。この法律では、食品ロス削減を国、地方公共団体、事業者、消

費者等の多様な主体が連携し、国民運動として推進することが定められていま

す。

本市においては、以上の状況を踏まえ、倉敷市

食品ロス削減推進計画を策定し、さらに食品ロス

削減に取り組んで参ります。

計画の期間

この計画は、令和５年度を開始年度として、令和１２年度を計画の目標年度

とする８箇年の計画です。
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策定 見 直 し

ＳＤＧｓ未来都市

倉敷市食品ロス削減推進計画とは？
食品ロスの削減の推進に関する法律第13条の規定に基づくもので、市民、

事業者、行政等の多様な主体の連携により、計画的に食品ロス削減を推進す
るための計画です。



削減目標

現状

本市が実施した組成分析調査結果や、国の統計資料等から本市の食品ロス量は、

家庭系が約１４,０００ｔ、事業系が約９,０００ｔで、合計約２４,０００ｔと推
計されます。
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倉敷市の食品ロス量とその内訳（令和元年度）

＊家庭系食品ロス…各家庭から発生する食品ロスのこと
＊事業系食品ロス…事業活動に伴って発生する食品ロスのこと

本市の削減目標は、岡山県の削減目標を踏まえ、令和元年度比で家庭系を
１８％削減、事業系を１２％削減することとします。
これにより、本市の令和１２年度における食品ロス削減目標は、家庭系約
１．２万トン、事業系約０．８万トンとすることを目指します。
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国が求める行動と役割（食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針）

国が定めた基本方針では、食品ロスの削減は、誰もが取り組める身近な課題

であり、行政、事業者、消費者等の多様な主体が連携した国民運動として食品
ロスの削減を進めることとしています。

• 食品ロスについて理解を深めるとともに、日々の生
活の中で自らができることを一人ひとりが考え、行

動に移す。また、食品ロスの削減に取り組む事業者
の取組みを支援する。

消費者

（市民）

の役割

• 食品ロスについて理解を深めるとともに、消費者に
対して自らの取組みについて情報提供や啓発を行う。
また、自ら発生させている食品ロスを把握し、見直

しを図る。

• これらの活動を行った上でも発生する食品ロスにつ
いては、適切に再生利用を行う。

事業者

の役割

• 消費者・事業者に求められる役割と行動を実践す
る消費者や事業者が増えるような施策を推進する。

行 政

の役割

消費者
（市民）

事業者 行 政

連携
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基本方針

• 食品ロス削減の必要性を理解し、食品ロスを発生させない行動
に移すことができるような普及啓発を実施します。

•

基本方針① 食品ロス削減に係る普及啓発

• 市民、事業者等と連携し、生産から消費までの各段階で食品ロ
スの削減を推進します。

•

基本方針② 市民・事業者と連携した食品ロス削減の推進

• 食品ロス削減の取組みを実施した上でも発生する食品廃棄物は、
有効活用に向けた循環利用を推進します。

•

基本方針③ 循環利用の推進

食品ロス削減のため、次の３つの基本方針を設定し、各種施策を実施します。

施策

施策

施策

①小中高校や町内会等を対象とした食品ロスに関する
講座等を実施し、環境教育を推進
②期限表示の正しい理解（賞味期限と消費期限の違い
等）の促進

①事業者に対し、小盛サイズメニューの導入など、利
用者の希望に沿った量での料理の提供などの促進
②家庭で余っている食品を持ち寄り、それを必要とし
ている団体等へ寄付するフードドライブ活動の推進

①家庭用生ごみ処理容器購入費補助金の周知
②災害対策用備蓄食品の有効活用


